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1 はじめに

航空大学校入学者選抜試験は、筆記による第一次

試験、第一種航空身体検査基準に準じた第二次試験、

および飛行適性検査と面接による第三次試験で構成

されている。

このうち、身体条件により合否が決定する第二次

試験を除くと、航空大学校が主体的に選抜基準を設

定できるのは

-筆記による第一次試験

.飛行適性検査

・面接

の三つとなるが、

-第二次試験(身体検査)受け入れ数の制限

・第二次(身体検査)合格率の低さ

・最終合格者判定は第三次試験成績および第一次

試験成績の両者で実施

により、現行の入試方式では筆記による第一次試

験結果(成績)が最終合格者決定に最も大きく寄与

していると考えられる。(表 1) 

表1 第一次および第三次試験倍率
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従って、第一次試験の段階で Pilotとしての適性

が高いと思われる者(入学後の教育訓練により順調

に伸びると予測される者)をいかに選抜するかがが

入学者選抜試験の精度向上の鍵となるといえる。

航空大学校では過去に訓練生の操縦成績に関する

調査がなされており、操縦成績に影響する要素を調

査・分析している 1).2).3)。しかしながら選抜(入試)

段階でこれを判定する具体的調査はなされていない。

そこで本研究では、近年多くの職種に用いられて

いる「職務適性検査Jにより更に有効な選抜の可能

性について調べた。

2 r職務適性検査jについて

rpilotの適性」については比較的古くから科学

的に注目されてきたが4)、近年では多くの職種につ

いて「適性jの研究がなされ「職務適性検査jによ

る人材の選抜がなされている。

「職務適性検査」として現在普及しているのは、

「基礎能力」および「パーソナリティ jによる Test

Battery (組合せ検査)である。

筆記による TestBatteryでの Pilot適性の予測

には限界があることがわかρているが5)、多くの場

合、選抜初期段階での人数絞.り込みのために用いら

れている。 TestBatteryの使用に際しては、実際

にその職種に就いている者に当該 Testを受検させ、
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その結果と職務成績とめ相関を調べることによりそ

の職種に適しているか否かを予測する因子を抽出し、

これを用いてその後の選抜基準を設定する方法がと

られている。

統計的に有意と認められた因子を選抜試験に用い

ることおよび各因子に対して適切な重み付けを行い

評価することから、選抜試験の作成および評価に客

観性が保たれる上、受検者データの増加に伴い予測

精度の向上も期待できる。

今回分析に用いたのは職務適性検査として広く用

いられている以下の Test(5科目)である。

①暗算

② 法則性

③暗号

④ 言語理解・計数理解

⑤パーソナリテイ

3 Test Batteryを用いた入学後到達レベルの予

測

3-1 到達レベル予測の考え方

到達レベルを予測するために、以下の 2つの作業

を実施する。

①在籍学生に対する評価付け

②在籍学生に対するT.estBattery実施

①および②の結果に対し重回帰分析を行い、両者

を結び、つける回帰方程式を導出し、これを入学者選

抜試験結果に適用することで、統計的根拠に基づい

た到達レベル予測をおこなう。

3-2 在籍学生に対する評価付け

在学する Flight学生(住1)の評価付けの仕方とし

て、各種審査成績を用いる方法も考えられるが、審

査成績は全般にばらつきが少なくへ学生聞の能力

差を表す指標としては不適であると判断した。

そこで Pilotにとって重要と考えられる 5つの能

力要素と総合能力について担当教官による 5段階評

価をアンケート調査し、在籍学生の能力指標とした。

(表2) 

(注 1) 49回生 I期:17名/49回生H期:14名/49回生

皿期:15名

49同生W期・ 13名/50回生 I期:18名/50回生

E期:18名

計:95名

;-'〆

表2 担当教官による評価項目および基準

評 価
項目 内 容 一一一一~

2 3 4 5 

現段階で身につけ かなり不 やや不足 標準的で 標準より 豊富な知

知識
ているべき知識 足してい している ある は知識が 識を有し

る あるほう ている

である
「一一一一一一一 … 

要点把握が出来、 カなり劣っ やや劣っ 標準的で どちらか 非常に優

物事の本質を捉え ている ている ある というと れている

要点 る能力 優れてい

るほうで

ある

知識・経験が論理 カなりi必っ やや劣っ 標準的で どちらか 非常に優

的に整理されてお ている ている ある というと れている

応用 り、類似事項に柔 優れてい

軟に対応する能力 るほうで

ある

他人の話を正しく
コミュ

不得手で やや不得 標準的で どちらか 非常に上

ニケー
理解し、自分の考 ある 手である ある というと 手である

ンョン
えを明確に表現す 上手な方

ること である

Aircraft Control かなり時 やや時間 標準的で 特別早い 早い方で

に関し、指導した 間がかか 古書かかる ある わけでは ある

操縦 内容の修得 る ないが標

準以上で

ある
r 】一一一一一

総合的な能力 相当の努 やや努力 標準的で 優秀とま 優秀であ

力を必要 を必要と ある では行か る

総合 とするレ するレベ ないが標

ベJレであ ルである 準以上で

る ある

在校生95名に対するー制面結果は以下のとおりとなっ

た。(表3および図 1) 

今回の分析では代表値として「総合」評価点を用

いることとした。

表3 在校生に対する評価結果(単位:人)

項
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図l 教官評価(総合)分布

4 評価付けと Test Battery (5科目)の分析

本分析の目的は、「受験者が教育・訓練によって

到達するであろうレベル」を予測する因子の抽出、

およびこれを用いた「適性予測式Jの導出にある。

今回実施した TestBatteryの結果と教官による

評価の聞に相闘が見られれば TestBatteryによる

入学後の到達レベル予測に少なからず効果があると

考えられる。

4-1 相関の分析

在校生95名に対する職務適性検査から得られた

「知的能力およびパーソナリティ 45因子j と「教官

評価」との相関を調べ、相関の高いものから16因

子(注 2)を抽出し重回帰分析制)を行った。

その結果、回帰方程式に用いることのできる因子

は11因子で相関係数は表4のとおりであった。

(注 2)今回分析に用いたツール (MicrosoftExceJ)の

独立変数の選定数の上限が16であるため。

(注 3)重回帰分析とは、 p個の説明変数(独立変数)

と、ある目的変数(従属変数)の間に式をあて

はめ、目的変数の変動が説明変数の変動によっ

てどの程度影響されるかを分析する手法のこと。

表 4 有効な予測因子と相関係数

因 子 教官評価との相関

指導力 0.268 
友好性 -0.156 
謙虚さ -0.286 
具体的事物 0.164 
変化志向 -0.241 
綴密 0.329 
タフ -0.230 
批判的 0.219 
行動力 -0.202 
決断力 0.261 
創造的思考力 0.198 

重回帰分析の結果は以下のとおりである。(表5) 

重相関係数R

決定係数R2

表5 回帰統計値

自由度調整済み決定係数R*2

標準誤差

観測数

4-2 回帰方程式の検定

0.593 

0.352 

0.266 

1. 064 

95 

次に、在校生95名を標本として導出した回帰方程

式が入学試験受験者全体(母集団)について有効か

否かを検定する。観測された分散比は4.099となり

(表 6)、自由度11，83のF分布を用い有意水準 5%

として回帰方程式を検定すると、

F値=4.099>1. 90596 

となり、得られた回帰方程式は有効であることを示

している。

表6 分散分析表

自由度 変動 分散 観測された分散比

回帰 (p) 11 51. 040 4.640 4.099 
残差 (n-p-1) 83 93.949 1.132 
合計 (n-1 ) 94 144.989・

n・標本数 (=95)
p・説明変数の数 (=11)
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4-3 母相関係数の検定

次に、在校生95名に対して行った重回帰分析より

得られた標本相関係数 (r=0.593)を用いて母相関

係数(受験生全体に好する相関係数)の検定を行う。

母相関係数pがゼロになる仮説 Hoρ=0 の下

で、標本相関係数rから作る次の量t

f一一一一 I rl 
= .J n-2 寸r"'-~'~ニ・H・ H・..…...・ H・..…(1)

旬 l-r"

が自由度 n-2のt分布に従うことを利用すると、

t=7.102 

自由度93のときの危険率 5%の値は

to=1.986<7.102 

となり、有意水準 5%で仮説が棄却された。すなわ

ち95名の標本から求めた回帰方程式を母集団に用い

た場合の教官評価予測値と教官評価の聞には相関関

係が存在するといえる。

さらに、母相関係数の信頼区間の推定を行ったと

ころ、

0.445< r< O. 710 

という結果が得られたが、予測値が実測値を表す割

合と考えられている寄与率 R2は、

R2=0.352 

であり、得られた回帰方程式は残差による変動の影

響を大きく受けているといえる。また、回帰方程式

の精度を示す自由度調整済み決定係数R*2は

R*2=0.266 

に留まった。表7より、 11因子の p-値のうち有意

水準 5% (0.05)を下回っているのは 1因子のみと

なっており、回帰係数の有意性が低いことが理由の

ひとつであると考える。

なお、今回の分析対象である95名は在校生であり、

入学試験受験者全体(母集団)と性質が異なること

も考えられるため、回帰方程式に用いた11因子と現

行入学試験成績との相関を求めた。(表8) 

各因子のうち最も相闘が高いもので0.187(絶対

値)、いずれも0.2以下(絶対値)となり、絶対値の

平均は0.053となった。このことからも、分析対象

の95名は今回用いた11因子に関して特別な集団では

ないことが確認された。

切

指 導

友 好

謙 虚

片

カ

表7 11因子分析値

標準
係数

誤差
p-値

下限 上限

95% 95% 

1.689 1.460 1.157 0.251 -1.214 4.592 

0.132 0.067 1. 974 0.052 -0.001 0.264 

性 -0.019 0.058 -0.319 0.751 -0.134 0.097 

さ -0.113 0.063 -1.776 0.079 -0.239 0.013 

具体的事物 0.078 0.062 1.270 O. 208 -0.044 0.201 

変化志向ー0.032 0.076 -0.419 0.677 -0. 182 O. 119 

綴 2管 0.159 0.070 2.253 0.027 0.019 0.298 

タ フー0.047 0.054 -0.878 0.382 -0.155 0.060 

批 半U 的 0.059 0.058 1.018 0.312 -0.056 0.174 

行 動 カー0.040 0.062 -0.654 0.515 -0.163 0.082 

決 断 力 0.103 0.063 1.635 0.106 -0.022 0.229 

創造的思考力 0.068 0.066 -1. 035 0.304 -0.198 0.063 

表8 現行入試成績と11因子の相関

現行入試成績(合計偏差値)との相関

指 導 力
0.004 

友 好 性
0.029 

謙 虚 さ 一0.013

具体的事物 0.086 

変化志向 一0.005

綴 密 0.015 

タ フ 一0.187
批 半日 的 -0.174 
行 動 カ -0.020 
決 断 力 0.073 
創造的思考力

-0.022 

絶対値平均 0.053 

5 無作為抽出によるシミュレーション

在校生95名に対する分析から、回帰方程式の有効

性は確認されたものの、予測精度については十分な

値が得られなかった。回帰方程式による教官評価予

測を行った場合の相関を検証するため、以下の手順

によりシミュレーションを行った。(図 2) 

① 在校生95名のうち無作為に30名を抽出し(単純

無作為抽出法)グループ Aとし、残りの65名を

グループBとする。

② グループAに対し、教官評価と45因子との相

関係数を求める。
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③相関の大きいものから16因子を抽出し説明変数
表 9 有効な予測因子と相関係数

とし、教官評価を目的変数として重回帰分析を実
因 子 教官評価と相関

施する。 指 導 力 0.532 

④ F値により回帰方程式の有効性を検証する。 人 間 0.289 

⑤得られた回帰方程式をグループBに当てはめ、 変 イじ 志 向 -0.538 

轍 密 0.288 
「教官評価予測値jを求める。

余 裕 -0.520 
⑥ 「教官評価(実測値)J と「教官9評価予測値」 タ フ -0.406 ぐ

観 的 -0.701 との相関を求める。 楽

批 判 的 0.294 

行 動 力 -0.316 

競 争 d性 0.311 

決 断 力 0.283 

パーソナピリテイ -0.370 
JιA ' 一一一一一J金

図 2 検定の流れ(グループAで導出された回帰方

程式をグループBに適用して教官評価予測値A

Bを求める)

5-1 相関の分析

r 4 -1 相関の分析jで実施したのと同様にグ

ループAにおいて教官評価と45因子の相関係数を

求め、このうち有効な予測因子のみを抽出したとこ

ろ12因子が選定された。(表9) 

これら12凶子を用いて重回帰分析を行った結果、

重相関係数 Rは0.897、自由度調整済み決定係数

R*2は0.666となった。(表10)

表10 回帰統計値

回帰統計

重相関係数R 0.897 

決定係数R2

自由度調整済み決定係数R・2

標準誤差

観測数

0.804 

0.666 

0.663 

30 

5-2 回帰式の検定

次に、回帰式の有効性を検定する。観測された分

散比は5.8179となり(表11)、自由度12，17の F分

布を用い有意水準 5%として回帰方程式を検定する

と、

F値=5.8179>2.38065

となり、得られた回帰方程式が有効であることを示

している。

表11 回帰統計値

自由度 変動分散棚1された分散比 有意F

回帰 (p) 1230.693 2.558 5.818 0.000592 

残差 (n-p-1117 7.473 0.440 

合計 (n-1) 29 38.167 

n目標本数 (=30)

p:説明変数の数(=12) 
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5-3 母相関係数の検定

グループ A (30名)に対して行った重回帰分析

より得られた標本相関係数 (r=0.897)を用いて母

相関係数の検定を行う二

母相関係数ρがゼロになる仮説 Hoρ=0 の

下で、標本相関係数rから作る量tが自由度 n-2 

のt分布に従うことを利用すると、式(1)より

t= 10.723 

自由度28のときの危険率 5%の値は、

to =2. 048<10. 723 

となり、有意水準 5%で仮説が棄却された。すなわ

ち30名の標本から求めた回帰方程式を母集団に用い

た場合の教官評価予測値と教官評価の聞には相関関

係が存在するといえる。

さらに、母相関係数の信頼区間の推定を行ったと

ころ、

0.793<ρ<0.950・H ・H ・......・ H ・.....・ H ・..(2) 

となったが、回帰方程式をグループB(65名)へ当

てはめて得られた教官評価予測値と実際の教官評価

値の聞の相関係数rは

r=0.28159 

となり、 95%信頼区間(到2))に対し低い値に留まっ

たが、母相関係数の検定を行ったところ(式(1)にお

いて r=0.28156、n=65)、

t=2.329 

自由度63のときの危険率 5%の値は

to = 1. 998< 2.329 

となり、有意水準 5%で母集団において回帰方程式

が相関を有することは確かめられた。

6 結論

今回の分析から次の点が確認された。

-ある標本に対して実施された職務適性検査から得

られた特定のパーソナリティ因子を用いることに

より母集団に対し有効な回帰方程式が得られた。

.95名の標本から導出した回帰方程式の自由度調整

済み決定係数は0.266(標本数95)、30名の標本に

よるシミュレーションでの相関係数は0.282に留

まり、今回利用した因子のみでは十分な予測精度

は得られなかった。

7 まとめ

航空大学校をはじめ、 Pilot要員の選抜手続は前

述のとおり世界各国とも類似している。ただし、各

機関とも過去のデータを基にした統計的分析により、

受験者の将来性予測因子を見出す努力を行っており、

現在では認知心理学を用いることにより“ g"

(Cognitive Ability)を測定する方法が最も有効で

あると考えられている。 7) 

今回の分析では回帰係数の有意性が低く、回帰方

程式による予測は十分な精度が得られなかったが、

一定の基準に基づき作成された試験の結果と入学後

評価との比較分析を行うことにより「適性予測因子」

を更新し続けることが選抜試験の精度向上には必須

であると考える。
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